
視点

　英国の最高裁判所は、2020年8月26
日、標準必須特許を巡り、Unwired Planet 
v Huawei事件及びConversant v Huawei, 
ZTE事件について、重要な判決を言い渡
した。また、ドイツの連邦最高裁判所も、
2020年5月5日、Sisvel v Haier事件につい
て、重要な判決を言い渡した。いずれも標
準必須特許権者による差止請求を認めて
おり、標準必須特許を巡る裁判の潮流が
変わってきたことを強く印象付けるもの
である。
　本稿では、この英国最高裁判決とドイ
ツの連邦最高裁判所の判決を紹介し、こ
れらの判決が今後に及ぼす影響について
考察してみたい。

1  英国最高裁判決・Unwired 
Planet事件

　同最高裁判決を紹介する前に、まず、
Unwired Planet事件の英国のハイコート
の一審判決とその事案の内容を紹介する。
　一審判決は、2017年4月5日、Unwired
がEricssonから譲り受けた3G・UMTS、
4G・LTE等についての標準必須特許権の
侵害に基づき、Huaweiに対し、英国にお
ける製品の販売の差止を求めた事案に
ついて、差止請求を認めた。一審判決は、
有力企業間の標準必須特許に関する複
数のクロスライセンス契約を詳細に分
析し、そこから標準必須特許のグローバ
ルなFRANDライセンス料をスマホ価格
の8.8％と認定したところ、Unwiredがこ
れを受諾し、Huaweiがそのライセンス料
率ではグローバルなライセンス契約の締
結に応じられないことを明らかにしたた
め、Unwiredの差止請求は、支配的地位の

濫用には当たらないとして、Huaweiに対
し、英国特許に基づき、英国内での製品の
販売の差止を命じた。なお、一審判決は、
UnwiredがSamsungに対し、ある事情か
らより低率のライセンス契約を締結して
いたが、それは特殊な事情によるもので
あるため、それよりも高い料率をFRAND
料率として請求しても、CJEUの判決にも
反しないし、FRAND条件違反にはならな
いとも判断した。
　控訴審では、一審判決と異なり、FRAND
料率は必ずしも一つではないとの判断は
示されたものの、結論として一審判決が
維持されたため、Huaweiが上告した。英
国最高裁は、次の5つの争点について、法
的判断を示した。

（1） グローバルなFRAND条件のライセン
ス料率についての英国裁判所の管轄権

　Huaweiは、英国の裁判所が認定したグ
ローバルなFRAND料率を受け入れない限
り、英国内における差止の判決を受ける
ことになるため、結果として、イギリスの
裁判所が認定したグローバルなFRAND料
率によるグローバルなライセンス契約の
締結を強制することになり、このことは、
他の国の裁判所がFRAND料率について
異なる見解を持っていたとしても、英国
裁判所によるグローバルな料率の判断を
強制することになる。そのため、上告審で
は、英国裁判所は、グローバルなFRAND料
率を認定する権限を有するか、というこ
とが争われた。
　英国最高裁は、各国特許の有効性と侵
害の有無の判断は、各国の裁判所がこれ
を判断するものであるけれども、①標準必
須特許権者は、ETSIのIPRポリシーに基づ
き、ETSIと契約をしてFRAND宣言をして

おり、また、FRAND料率はグローバルで合
意されるのが実務であることからすれば、
グローバルなFRAND料率は、ETSIとの契
約に関する争点であるから、英国の裁判所
は、グローバルなFRAND料率を定める管
轄権を有する、そして、②特許の実施者が
裁判所が認定したグローバルなライセン
ス契約の締結を拒否する場合は、英国の裁
判所は、標準必須特許権者による、英国の
特許権に基づく、英国内における差止請求
権を認めることができる、と判断した。

（2） 不適切な法廷地
（Forum non-convenience）

　Huaweiは、グローバルなFRAND料率を
決定するためには、中国がより適切な法
廷地であるとも主張したが、英国最高裁
は、当事者全員が同意しない限り、中国の
裁判所がより適切な法廷地であることは
認められないと判断した。

（3）非差別的要件
　FRANDとは、Fair, Reasonable And 
Non-Discr iminatoryの略語であり、
FRAND料率は、文字通り、非差別的である
ことを要する。Huaweiは、Samsungと同
じように低いライセンス料率を、Huawei
に対しても適用しなければ、FRAND条件
に反すると主張した。しかし、英国最高裁
は、この非差別的とは、特許ポートフォリ
オの市場価値に基づく、すべての市場参
加者に利用可能な料率であることを意味
し、個々のライセンシーの特別な事情に
より低く決められた料率と同じ料率であ
ることは意味しないと判断した。

（4） 支配的地位の濫用（EU機能条約102条
の支配的地位の濫用）か否か

　Huaweiは、UnwiredがFRAND料率の
提示を行わなかったとして、CJEUの判決

（Huawei v ZTE事件）に示された手続に
従っていなかった、と主張した。英国最
高裁は、警告又は事前協議なしに差止請
求訴訟を提起することは、CJEU判決に反
するが、警告や事前協議は、各事件の状
況により決まるのであり、CJEUの手順に
厳密に従う必要はない、重要なことは、
Unwiredが、裁判所が決めたFRAND料率
であれば、どんな条件であっても、それに
基づきHuaweiにライセンスする意思を
有することを表明していたことである、
と判示して、Unwiredの差止請求は、支配
的地位の濫用とは認めなかった。
　CJEUの判決を柔軟に解釈する傾向は、
ドイツ連邦最高裁のSisvel v Haier事件の
判示にも共通するところであり、実務上、
差止請求権が認められる可能性を増大さ
せるものである。このことが今後の実務
に与える影響はかなり大きい。

（5）NPEにも差止請求を認め得るか
　Huaweiは、UnwiredはNPE（非実施法
人）であるから、その請求は損害賠償請求
に限られるべきであり、差止請求は認め
られるべきではないと主張した。
　英国最高裁は、Unwiredが裁判所にお
いてFRANDと認める条件で実施者にライ
センスすることを認めているため、差止
を脅しの手段としているものではない、
損害賠償は、差止の適切な代償にはなら
ないと判示した。
　この点は、UnwiredがEricssonから標準
必須特許を譲り受け、同特許のライセン
スをすることをそのビジネスとするNPE
であることを考えると、注目すべき判断
であるといえる。日本でも、NPEによる差
止請求については、権利の濫用を認める
べきであるとの議論がある。しかし、NPE
による差止請求について、英国最高裁が
支配的地位の濫用を認めず、その請求を
認めたことは、次に述べるドイツの連邦
最高裁のSisvel判決も同様にNPEに差止
請求を認めた判決であるため、今後の実
務に与える影響は大きい。

（6） 考察（グローバルなFRAND料率の認
定について）

　Unwired事件では、英国裁判所がグ
ローバルなFRAND料率について認定す
る権限があるかどうかが争われた。これ
は、その一審裁判所の裁判官が、その審理
の過程において、グローバルなFRAND料
率を認定し、これを当事者に告知した上
で、特許権者がそのFRAND料率でグロー
バルなライセンス契約をすると答えた場
合は支配的地位を濫用しない特許権者で
あり、実施者がその料率ではグローバル

なライセンス契約をしないと答えた場
合は、Unwilling Licenseeであると認定さ
れ、その結果に基づき、差止請求が認容さ
れたためである。そのため、英国の裁判所
がグローバルなFRAND料率を認定する権
限があるかどうかが争点になった。
　しかし、筆者は、いずれの国の裁判所
も、差止請求を審理する上で、必要があれ
ば、グローバルなFRAND料率を認定する
権限を有しているし、各国の裁判所が、
それぞれ独自に相異なるグローバルな
FRAND料率を認定することも自由である
と考えている。また、仮に英国の裁判所が
グローバルなFRAND料率を決定し、英国
内における差止命令を認めたとしても、
判決の効力は英国内における製造販売の
差止にすぎない。
　知財高裁のアップル・サムスン大合議
判決のような考え方によれば、そもそも
差止請求を判断する際に、FRAND料率を
認定する必要まではなく、訴訟前と訴訟
後の当事者双方の交渉経緯等から、実施
者あるいは特許権者が誠実に交渉してき
たかどうかを判断して、差止請求が権利
の濫用かどうかを判断すればよいのであ
る。また、ドイツの裁判所も、CJEUの判決
を柔軟に解釈して、支配的地位の濫用か
どうかを判断すればよいと考えるはずで
ある。いずれにしても、各国の裁判所は、
各国の特許に基づく差止請求について管
轄権を有し、それぞれ独立に裁判をする
のであるから、グローバルなFRAND料率
について、必要があれば判断をするし、ま
た、判断するとしても互いに異なる料率
の判断をしてもよいはずである。
　なお、Unwired判決以降、どこの裁判所
がグローバルなFRAND料率を決定するか
を巡り、中国のWuhanの裁判所から、他国
の裁判所に提訴することを差し止めるな
どの仮処分命令（Anti-suits injunction）が
発令され、その相手方である米国の連邦
地裁により、その命令を差し止めるため
の仮処分命令（Anti-Anti-suits injunction）
が認められるなど、裁判所間の管轄権を
巡る争いが生じてきていることは、前の
号で記載した通りである。

2  ドイツ連邦最高裁Sisvel事
件判決

　ドイツ連邦最高裁は、2020年5月5日、
標準必須特許権者であるSisvelの差止請求
を認める判決を言い渡した。この判決は、
デュッセルドルフ高裁が一審判決が認め
た差止請求を取り消したところ、その高裁

判決を取り消して差止請求を認めたもの
であり、注目に値する重要判決である。
　争点は、CJEU判決が示した、差止請求
訴訟を提起する前に、標準必須特許権者
が遵守すべき手続について、これを厳格
に解するか、柔軟に解するかであったが、
この点は、柔軟な解釈でもよいことが示
された。同最高裁は、特に、非差別要件に
ついても、全ての利用者に一律に同じ
FRAND料率のライセンスをすることまで
要求されない、と判示したうえで、特殊な
状況下で一社に対しFRAND料率より低
い料率でライセンスしたことがあるとし
ても、それと一律に同じ料率でライセン
スすることまでは要求されない、と判断
して、非差別要件に違反するとして差止
請求を認めなかった高裁判決を取り消し
て、差止請求を認めた点は注目に値する。

3  二つの最高裁判決の影響
と今後の動向

　2015年のCJEUの判決あるいは2014
年のアップル・サムスン知財高裁大合議
判決が言い渡された頃は、暫くの間、標準
必須特許権者が差止請求を認めること
は、なかなか容易ではないと考えられて
いた。しかし、訴訟でいくつかの標準必須
特許権の侵害が認められても、その損害
賠償請求だけでは、十分な代償が得られ
るわけではないことから、標準必須特許
権者による差止請求を全く認めないこと
は、逆に、実施者が強すぎる立場を得るこ
とになる、というのも事実である。
　このような状況下で、ドイツのマンハ
イム地裁は、2020年8月に、ノキアのLTE
特許に基づき、ダイムラー社に対する差
止請求を認める判決を言い渡し、ミュン
ヘン連邦地裁も、同年9月には、シャープ
のLTE特許に基づき、ダイムラー社に対す
る差止請求を認める判決を言い渡した。
　これらの地裁判決も含めた最近の英国、
ドイツの最高裁判所の判決の傾向を見る
と、欧州では、CJEUの判決が提示した訴訟
前の手続を柔軟に解釈しながら、どのよう
な場合に、標準必須特許権に基づく差止請
求が認められるべきであるか、その見直し
が行われつつあるように思われる。
　日本においても、知財高裁のアップル・
サムスン大合議判決によれば、実施者が
徒に交渉を引き延ばし、誠実に交渉する
態度ではなかった場合には、誠実に交渉
してきた特許権者による差止請求は認め
られるはずであり、今後はそのような裁
判例も期待されるところである。
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